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株主各位

本招集通知は、パソコン・
スマートフォンでも主要な 
コンテンツをご覧いただ
けます。
https://p.sokai.jp/4228/

証券コード　4228
2022年６月２日

株 主 各 位
大 阪 市 北 区 西 天 満 二 丁 目 ４ 番 ４ 号

積水化成品工業株式会社
代表取締役社長 柏 原 正 人

１．日 時 2022年６月23日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区堂島浜一丁目３番１号

ＡＮＡクラウンプラザホテル大阪　３階　万葉の間
　（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第78期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類および計算書類の内容報告の件
２．会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役８名選任の件
第４号議案　監査役１名選任の件

第78回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第78回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申しあげます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面またはインターネットによって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2022年６月22日
（水曜日）午後５時15分までに議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。

敬　具
記
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株主各位

⑴　書面（郵送）で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずに、行使期限まで
に到着するようお早目にご投函ください。

行使期限
　2022年６月22日（水曜日）午後５時15分到着分まで 　

⑵　インターネットで議決権を行使される場合
パ ソ コ ン ま た は ス マ ー ト フ ォ ン か ら 議 決 権 行 使 サ イ ト （h t t p s : / / e vo t e . t r .mu f g . j p /）
にアクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載された「ログインID」および「仮パスワード」を
ご入力いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。
また、議決権行使書の右側に記載のＱＲコードを読み取り、賛否をご入力いただくこともできます。
行使期限

　2022年６月22日（水曜日）午後５時15分入力完了分まで 　

４．議決権行使についてのご案内
　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、できる限り書面またはインターネットにより
事前に議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

※書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる行使を有効な議決権
行使としてお取り扱いいたします。

※インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使されたものを有効な議決権としてお取り扱いいたします。
※インターネットによる議決権行使に関するその他の詳細につきましては、後記44頁の記載をご確認ください。
※機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

５．インターネット開示に関する事項
　法令および当社定款第16条の規定に基づき、提供すべき書類のうち次に掲げる事項を
インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類
には記載しておりません。( https://www.sekisuikasei.com/ ）

① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要」
② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
③ 連結計算書類の「連結注記表」
④ 計算書類の「株主資本等変動計算書」
⑤ 計算書類の「個別注記表」

６．株主総会参考書類等の記載事項を修正する場合の周知方法
　株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類の記載事項を修正する
必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイトに掲載いたし
ます。( https://www.sekisuikasei.com/ ）
７．本株主総会の運営方法変更の場合の周知方法

　今後の状況により株主総会の運営方法に変更が生じる場合は、当社ウェブサイトにて
お知らせいたします。( https://www.sekisuikasei.com/ ）

以　上
◎当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。なお、新型コロナウイルス
感染拡大防止のため、会場内の座席間隔を広くとっております。そのため、ご来場いただく株主様が
多数の場合、ご入場を制限させていただくことがございます。
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剰余金処分議案

株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、次のとおりとさせていただきたいと存じます。
期末配当に関する事項
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題として位置づけており、経営体質の強化
ならびに将来の事業展開に備えるための内部留保を確保しつつ、連結業績の動向に応じた、
かつ配当の安定性を勘案した利益還元を実施することを基本方針としております。また、
配当政策につきましては、連結配当性向30～40％を目処としております。
　当期は、固定資産・のれん等の減損損失を計上したことなどにより、多額の損失を計上
することとなりましたが、株主の皆様への安定的な配当を維持するため、当期の期末配当に
つきましては、１株につき７円とさせていただきたいと存じます。

⑴　配当財産の種類
金銭

⑵　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき金７円
総額 316,356,901円
なお、当期の年間配当金は、2021年12月２日にお支払いしております中間配当金
（１株につき５円）と合わせまして、前期より９円減額の１株につき12円となりま
す。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
2022年６月24日
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定款一部変更の件

現 行 定 款 変 更 案
（株主総会参考書類等のインターネット開示と
みなし提供）
第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類、事業報告、計算書類および連
結計算書類に記載または表示をすべき事項
に係る情報を、法務省令に定めるところに
従いインターネットを利用する方法で開示
することにより、株主に対して提供したも
のとみなすことができる。

（削　　除）

（電子提供措置等）
（新　　設） 第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類等の内容である情報について、
電子提供措置をとる。

② 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち
法務省令で定めるものの全部または一部に
ついて、議決権の基準日までに書面交付請
求をした株主に対して交付する書面に記載
することを要しない。

第２号議案　定款一部変更の件
１．変更の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定
する改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に
備えるため、次のとおり定款を変更するものであります。
（１）変更案第16条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供

措置をとる旨を定めるものであります。
（２）変更案第16条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の

範囲を、法務省令で定める範囲に限定することができるようにするための規定を設
けるものであります。

（３）上記の変更により現行定款第16条の株主総会参考書類等のインターネット開示と
みなし提供の規定は不要となるため、これを削除するものであります。

（４）上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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定款一部変更の件

現 行 定 款 変 更 案
（附則）

（新　　設） （株主総会資料の電子提供に関する経過措置）
① 定款第16条（株主総会参考書類等のイン
ターネット開示とみなし提供）の削除およ
び定款第16条（電子提供措置等）の新設
は、会社法の一部を改正する法律（令和元
年法律第70号）附則第１条ただし書きに
規定する改正規定の施行の日である2022
年９月１日（以下、「施行日」という。）
から効力を生ずるものとする。

② 前項の規定にかかわらず、施行日から６か
月以内の日を株主総会の日とする株主総会
については、変更前定款第16条（株主総
会参考書類等のインターネット開示とみな
し提供）は、なお効力を有する。

③ 本附則は、施行日から６か月を経過した日
または前項の株主総会の日から３か月を経
過した日のいずれか遅い日後にこれを削除
する。
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏　名 現在の当社における地位

１ かしわ

柏   
ばら

原　
まさ

正　
と

人
代表取締役社長
社長執行役員 再 任

　

２ さ

佐 
さ

々 
き

木  
かつ

勝  
み

已
取締役
専務執行役員 再 任

　

３ ひろ

廣
 

　
た

田
 

　
てつ

徹
 

　
はる

治
取締役
常務執行役員 再 任

　

４ あさ

浅
 

　
だ

田
 

　
ひで

英
 

　
ゆき

志
取締役
常務執行役員 再 任

　

５ ふる

古  
ばやし

林   
やす

育　
のぶ

将
取締役
常務執行役員 再 任

　

６ くぼ

窪
 

　
た

田
 

　
もり

森
 

　
お

雄 社外取締役 独 立 社 外 取 締 役 候 補 者
　

再 任
　

７ きた

北
 

　
がわ

川
 

　
なお

尚
 

　
と

人 社外取締役 独 立 社 外 取 締 役 候 補 者
　

再 任
　

８ うえ

上
 

　
はら

原
 

　
みち

理
 

　
こ

子 独 立 社 外 取 締 役 候 補 者
　

新 任
　

第３号議案　取締役８名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員８名（うち社外取締役３名）の任期が満了
となります。つきましては、社外取締役３名を含む取締役８名の選任をお願いするもので
あります。
　取締役候補者は、委員の過半数を独立社外役員とする「指名・報酬等委員会」の答申に
基づき、取締役会において決定したものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

取締役候補者一覧

－ 6 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１

再 任
かしわ

柏   
ばら

原
 

　
まさ

正
 

　
と

人
62歳

（1959年６月29日生）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100％

    1983年    4 月 当社入社
    2008年    6 月 当社取締役就任
    2011年    6 月 当社常務取締役就任
    2013年    6 月 当社代表取締役副社長　副社長執行役員就任
    2014年    6 月 当社代表取締役社長　社長執行役員就任

現在に至る
（重要な兼職の状況）
　発泡スチレンシート工業会　会長
　発泡スチロール協会　会長

215,411株

【取締役候補者とした理由】
　柏原正人氏は、代表取締役社長として、経営の監督を適切に行っております。取締役会においては、
経営上重要な案件について十分かつ適切な説明を行い、取締役会の意思決定の機能を高めており
ます。また、社長執行役員として経営の指揮を執り、持続的な企業価値の向上をはかっております。
　これらのことから、長期ビジョン実現のための牽引者として適切な人材と判断し、引き続き取締役
として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　柏原正人氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の
時をもって14年であります。
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

２

再 任
さ

佐 
さ

々 
き

木  
かつ

勝  
み

已
62歳

（1960年５月５日生）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100%

    1983年    4 月 当社入社
    2012年    6 月 当社取締役就任
    2013年    6 月 当社取締役退任

当社執行役員就任
当社第２事業本部企画部長、第３事業本部
企画部長

    2014年    4 月 当社第２事業本部企画部長
    2017年    2 月 当社経営戦略本部コーポレート企画センター長
    2017年    6 月 当社常務執行役員就任
    2018年    6 月 当社取締役　常務執行役員就任

当社コーポレート戦略本部長
    2021年    6 月 当社専務執行役員就任

現在に至る

102,655株

【取締役候補者とした理由】
　佐々木勝已氏は、経営企画部門、重要な子会社の社長、事業本部企画部長を経て、現在は経営企画
部門の中枢であるコーポレート戦略本部長として経営の一角を担っており、幅広い経験と豊富な知見
を有しております。
　これまでに培われた豊富な経験により、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　佐々木勝已氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の
時をもって４年であります。

－ 8 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/05/21 15:34:06 / 21827594_積水化成品工業株式会社_招集通知

取締役選任議案

候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

３

再 任
ひろ

廣
 

　
た

田
 

　
てつ

徹
 

　
はる

治
63歳

（1959年１月24日生）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100％

    1984年    4 月 当社入社
    2011年    6 月 当社取締役就任
    2013年    6 月 当社取締役退任

当社執行役員就任
    2013年    9 月 当社第２事業本部副本部長、グローバル事業部

長、グローバル企画室長、第３事業本部副本部長
    2014年    4 月 当社第２事業本部副本部長、輸送機器資材

事業部長
    2015年    3 月 当社第２事業本部副本部長
    2015年    6 月 当社常務執行役員就任
    2016年    5 月 当社第２事業本部長
    2016年    6 月 当社取締役　常務執行役員就任
    2019年    4 月 当社第２事業本部長、情報システム部管掌
    2022年    5 月 当社第２事業本部長、ＰＸ推進部担当、情報

システム部担当
現在に至る

123,643株

【取締役候補者とした理由】
　廣田徹治氏は、事業部門、事業部長を経て、現在は新規事業やグローバル事業を統括する第２事業
本部長として経営の一角を担っており、幅広い経験と豊富な知見を有しております。
　これまでに培われた豊富な経験により、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　廣田徹治氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の
時をもって６年であります。
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候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

４

再 任
あさ

浅
 

　
だ

田
 

　
ひで

英
 

　
ゆき

志
55歳

（1967年３月17日生）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100%

    1989年    4 月 当社入社
    2016年    3 月 当社第２事業本部グローバルテクニカル

センター長
    2016年    6 月 当社執行役員就任
    2019年    4 月 当社研究開発センター長、開発部長
    2020年    4 月 当社研究開発センター長、基礎研究所長
    2020年    6 月 当社取締役　常務執行役員就任
    2022年    4 月 当社研究開発センター長、ＧＸ推進部長

現在に至る

42,449株

【取締役候補者とした理由】
　浅田英志氏は、事業部門の技術部門長を経て、現在は新製品の開発、研究、知的財産、環境貢献に
関する業務を統括する研究開発センター長、ＧＸ推進部長として経営の一角を担っており、幅広い経
験と豊富な知見を有しております。
　これまでに培われた豊富な経験により、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　浅田英志氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の
時をもって２年であります。

５

再 任
ふる

古  
ばやし

林   
やす

育
 

　
のぶ

将
54歳

（1967年６月30日生）
（2021年６月24日

就任以降の出席率）
取締役会　100%

    1992年    4 月 当社入社
    2017年    2 月 株式会社積水化成品中部 代表取締役社長就任

（2018年11月退任）
    2018年    6 月 当社執行役員就任
    2018年    11月 当社コーポレート戦略本部経営企画部長
    2021年    5 月 当社第１事業本部長、事業調査室管掌
    2021年    6 月 当社取締役　常務執行役員就任
    2022年    4 月 当社第１事業本部長

現在に至る

44,973株

【取締役候補者とした理由】
　古林育将氏は、事業部長、重要な子会社の社長、経営企画部長を経て、現在は当社の基幹事業の
責任者である第１事業本部長として経営の一角を担っており、幅広い経験と豊富な知見を有しており
ます。
　これまでに培われた豊富な経験により、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　古林育将氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の
時をもって１年であります。

－ 10 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

6

独 立 社 外 取 締 役 候 補 者

再 任
くぼ

窪
 

　
た

田
 

　
もり

森
 

　
お

雄
69歳

(1952年11月23日生)
（ 出 席 率 ）

取締役会　100%

    1977年    4 月 大倉商事株式会社入社
    1996年    3 月 オーブコムジャパン企画株式会社（現、オーブ

コムジャパン株式会社）取締役就任
    1998年    8 月 大倉商事株式会社退職
    2002年    6 月 オーブコムジャパン株式会社

代表取締役　常務取締役就任
    2007年    10月 同社常務取締役退任
    2017年    9 月 同社代表取締役退任
    2017年    10月 同社相談役就任（2018年８月退任）
    2018年    6 月 当社取締役就任

現在に至る

3,328株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
　窪田森雄氏は、長年にわたって企業経営に携わった実績を有しており、グローバル事業に関する
豊富な知識と経験を有しております。この知見を活かした当社業務執行への監督および助言を期待
し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
【社外取締役に就任してからの年数】
　窪田森雄氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役の在任期間は、本定時株主総会
終結の時をもって４年であります。
【社外取締役候補者に係るその他の記載事項】
⑴当社は、窪田森雄氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認

可決された場合は、引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
⑵窪田森雄氏が2017年まで代表取締役に就任していたオーブコムジャパン株式会社と当社グループ

との間に取引関係はありません。また同氏は、当社が策定した「社外役員の選任及び独立性に関する
基準」を満たしており、当社からの独立性については十分確保されていると判断しております。

－ 11 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

７

独 立 社 外 取 締 役 候 補 者

再 任
きた

北
 

　
がわ

川
 

　
なお

尚
 

　
と

人
68歳

(1953年12月８日生)
（ 出 席 率 ）

取締役会　100%

    1976年    4 月 トヨタ自動車工業株式会社（現、トヨタ自動車
株式会社）入社

    2006年    6 月 同社退職、ダイハツ工業株式会社執行役員就任
    2008年    6 月 同社取締役　上級執行役員就任
    2010年    6 月 同社取締役　専務執行役員就任
    2015年    6 月 同社取締役　専務執行役員退任
    2020年    6 月 当社取締役就任

現在に至る

1,374株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
　北川尚人氏は、長年にわたって企業経営に携わった実績を有しており、研究開発、技術に関する
豊富な知識と経験を有しております。この知見を活かした当社業務執行への監督および助言を期待
し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
【社外取締役に就任してからの年数】
　北川尚人氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役の在任期間は、本定時株主総会
終結の時をもって２年であります。
【社外取締役候補者に係るその他の記載事項】
⑴当社は、北川尚人氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認

可決された場合は、引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
⑵北川尚人氏が2015年まで取締役に就任していたダイハツ工業株式会社グループと当社グループ

との間に取引関係はありません。また同氏は、当社が策定した「社外役員の選任及び独立性に関する
基準」を満たしており、当社からの独立性については十分確保されていると判断しております。

－ 12 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

８

独 立 社 外 取 締 役 候 補 者

新 任
うえ

上
 

　
はら

原
 

　
みち

理
 

　
こ

子
72歳

(1949年12月24日生)

    1976年    4 月 神戸地方裁判所判事補
    1979年    4 月 神戸地方裁判所尼崎支部判事補
    1982年    4 月 大阪地方裁判所判事補
    1986年    4 月 福岡地方裁判所判事
    1989年    3 月 依願退官
    1989年    5 月 弁護士登録、三宅合同法律事務所（現、三宅

法律事務所）入所
    1992年    3 月 上原合同法律事務所開設
    2016年    6 月 住友電気工業株式会社　社外監査役就任
    2017年    2 月 日本毛織株式会社　社外監査役就任

現在に至る
（重要な兼職の状況）
　弁護士（上原合同法律事務所）
　住友電気工業株式会社　社外監査役
　日本毛織株式会社　社外監査役

0株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
　上原理子氏は、長年にわたって法律実務に携わった実績を有しており、法務、ガバナンス、人事労
務に関する豊富な知識と経験を有しております。この知見を活かした当社業務執行への監督および助
言を期待し、社外取締役として選任をお願いするものであります。
　なお同氏は、社外役員となること以外の方法で会社経営に関与した経験はありませんが、上記の理
由により社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しております。
【社外取締役候補者に係るその他の記載事項】
⑴当社は、本議案をご承認いただけることを条件として、上原理子氏を東京証券取引所に対し、独立

役員として届け出ております。
⑵当社は、2022年２月まで上原理子氏との間で法律顧問契約を締結しておりました。また当社は、

上原合同法律事務所に所属する同氏以外の弁護士との間で法律顧問契約を締結しております。いず
れについても、その報酬額は年間1000万円以下であり、当社が策定した「社外役員の選任及び
独立性に関する基準」を満たしており、当社からの独立性については十分確保されていると判断し
ております。

⑶上原理子氏が社外監査役に就任している住友電気工業株式会社グループおよび日本毛織株式会社
グループと、当社グループとの間に取引関係はありません。

－ 13 －
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取締役選任議案

（注）１. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２. 当社定款に基づき、窪田森雄氏および北川尚人氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する責任限定契約を締結しております。各氏の再任が承認可決された場合は、当社は各氏と
の間で責任限定契約を継続する予定であります。また、上原理子氏の選任が承認可決された場合、
当社は同氏との間で、責任限定契約を締結する予定であります。
責任限定契約の内容の概要は、次のとおりであります。

取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）は、本契約締結後、その職務を行うにつき
善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度と
して、損害賠償責任を負うものとする。

３. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者の職務の執行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被保険者が負担することに
なる損害賠償金や訴訟費用を、当該保険契約により塡補することとしております。
再任候補者は当該保険契約の被保険者となっており、再任後も引き続き被保険者となります。新任
候補者が取締役に選任され就任した場合、当該保険の被保険者となります。
また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

（ご参考）
当 社 が 策 定 し た 「 社 外 役 員 の 選 任 及 び 独 立 性 に 関 す る 基 準 」 は 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（ https://www.sekisuikasei.com/jp/assets/images/company/pdf/policy.pdf ）に掲載して
おりますのでご参照ください。

－ 14 －
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氏名 当社における地位

企 経
業 営
経 戦
営 略

財
務
会
計

 　 ガ
 法 バ
 　 ナ
 務 ン
 　 ス

人 人
事 材
労 開
務 発

 国 海
 際 外
 性 事
 　 業

 　 マ
 　  |
 営 ケ
 　 テ
 業 ィ
 　 ン
 　 グ

開
発
・
生
産
・
品
質

 　 エ
 環 ネ
 　 ル
 境 ギ
 　  |

他
業
種
知
見

柏原 正人 代表取締役社長
社長執行役員 ○ ○ ○ ○ ○ ○

佐々木 勝已 取締役
専務執行役員 ○ ○ ○ ○

廣田 徹治 取締役
常務執行役員 ○ ○ ○ ○

浅田 英志 取締役
常務執行役員 ○ ○ ○ ○

古林 育将 取締役
常務執行役員 ○ ○ ○ ○

窪田 森雄 独立社外取締役 ○ ○ ○ ○ ○

北川 尚人 独立社外取締役 ○ ○ ○ ○ ○

上原 理子 独立社外取締役 ○ ○ ○

（ご参考）取締役（本定時株主総会終結時の予定）が有する知識・経験・能力

上記の「○」は、各取締役の有するすべての知見を表すものではありません。
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氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

独 立 社 外 監 査 役 候 補 者

新 任
あか

明
 

　
し

石
 

　
 

　
まもる

衛
57歳

（1964年10月９日生）

    1988年    4 月 第一生命保険相互会社（現、第一生命保険
株式会社）入社

    2013年    4 月 第一フロンティア生命保険株式会社 取締役就任
    2015年    4 月 同社　取締役　常務執行役員就任
    2016年    4 月 同社　代表取締役　副社長執行役員就任

（2020年３月退任）
    2020年    4 月 第一生命ホールディングス株式会社

常務執行役員就任
第一生命保険株式会社
取締役 常務執行役員就任（2022年3月退任）

    2021年    6 月 第一生命ホールディングス株式会社
取締役　常務執行役員就任
現在に至る
（重要な兼職の状況）
　第一生命ホールディングス株式会社
　取締役　常務執行役員

0株

【社外監査役候補者とした理由】
　明石衛氏は、長年にわたって企業経営に携わっており、その豊富な知識と経験を当社の監査にいか
していただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。
【社外監査役候補者に係るその他の記載事項】
⑴当社は、本議案をご承認いただけることを条件として、明石衛氏を東京証券取引所に対し、独立役

員として届け出ております。
⑵明石衛氏が取締役に就任している第一生命ホールディングス株式会社の子会社である第一生命保険

株式会社と当社グループとの間に保険契約等の取引がありますが、2021年度において、当社グル
ープから同社への保険料等の支払実績は、第一生命ホールディングス株式会社の連結経常収益の
0.01％未満であり、同社グループは、当社の主要な借入先には該当しておりません。また同氏は、
当社が策定した「社外役員の選任及び独立性に関する基準」を満たしており、当社からの独立性に
ついては十分確保されていると判断しております。

⑶明石衛氏が2020年４月から2022年３月まで取締役に就任していた第一生命保険株式会社におい
て、元社員が顧客から多額の金銭を不正取得していたことが、2020年６月に発覚いたしました。
同氏は、問題の判明まで当該事実を認識しておりませんでしたが、従前より同社取締役会等におい
て、コンプライアンスの徹底をはかるため、法令遵守の視点に立った発言等を行っておりました。
また、本件事実を認識した後、コンプライアンスのさらなる徹底と再発防止に取り組みました。

第４号議案　監査役１名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、監査役 長濱守信氏が辞任されます。つきましては、
その補欠として監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、選任されます監査役の任期は、当社定款の定めにより、前任者の任期満了の時まで
となります。
　また、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。
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監査役選任議案

氏　名 当社における地位 在任年数
（本総会終結時）

たけ

竹
 

　
こし

腰
 

　
こう

浩
じ

次
ろう

郎
（1959年12月16日生）

　常勤監査役 ２年

まつ

松
 

　
もと

本
 

　     
おさむ

治
（1960年５月29日生）

　常勤監査役 １年

ふく

福
 

　
なが

永
 

　
とし

年
 

　
たか

隆
（1956年４月７日生）

　社外監査役 ２年

あか

明
 

　
し

石
 

　     
まもる

衛
（1964年10月９日生）

　社外監査役 独立社外監査役
　　

（新任）

こう

高
 

　
さか

坂
 

　
けい

敬
 

　
ぞう

三
（1945年12月11日生）

　社外監査役 独立社外監査役
　　

10年

（注）１. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 当社定款に基づき、候補者の選任が承認可決された場合、当社は候補者との間で会社法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。
責任限定契約の内容の概要は、次のとおりであります。

監査役は、本契約締結後、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法
第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、損害賠償責任を負うものとする。

３. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
し、被保険者の職務の執行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被保険者が負担する
ことになる損害賠償金や訴訟費用を、当該保険契約により塡補することとしております。
候補者が監査役に選任され就任した場合、当該保険の被保険者となります。
また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

４. 本議案をご承認いただいた場合、監査役会の構成は以下のとおりとなります。

以　上

－ 17 －



2022/05/21 15:34:06 / 21827594_積水化成品工業株式会社_招集通知

事業の経過およびその成果

（ 2021年４月１日から
2022年３月31日まで ）

（添付書類）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過およびその成果

　当連結会計年度の世界経済は、新型コロナウイルス感染症(以下「本感染症」といいま
す。)拡大に対し、ワクチン接種による感染縮小と感染力が強い変異株等の影響による
再拡大を繰り返すなど、依然、不透明な状況が継続しております。また原燃料価格の高騰
や、ロシアによるウクライナ侵攻によって世界全体でのサプライチェーンの混乱に拍車が
かかることなどに伴い、幅広い分野で値上げの動きが出てきております。自動車産業にお
いては昨夏以降、半導体や部品の不足などの影響に加えて、ウクライナ情勢による影響が
生産活動に影を落としています。一方、家電・ＩＴ関連においては、テレワークの広が
り・定着などにより、パソコン（以下「ＰＣ」といいます。）などの需要は堅調に推移し
ております。日本経済におきましては、世界経済同様にワクチン接種による改善はあるも
のの、変異株の影響などにより、その収束が見通しにくい状態が続いております。また、
温室効果ガス排出量削減など環境課題への対応はさらに重要性を増しております。
　日本の発泡プラスチックス業界におきましては、本感染症拡大により、食品容器関連の
需要は堅調に推移しておりますが、ウクライナ情勢などの新たな問題発生により、各種
部材や搬送資材・梱包材の需要の本格的な回復には至らず、また、原材料高騰によるコス
ト増の継続など、先行き不透明な状況が続いております。
　このような厳しい経営環境のなか、当社グループは本感染症に関して、取引先企業や
当社グループ従業員の安全と健康を第一に考えるとともに、本感染症に関するリスクを
最大限、回避する対策を取りながら、本年度が最終年度となる３カ年中期経営計画
「Ｍａｋｅ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎｓ Ｓｔａｇｅ－Ⅱ」の基本方針に掲げた「事業ポート
フォリオの変革」と「収益体質強化に向けた戦略の実行」に取り組んでまいりました。
　また、環境リーディングカンパニーの位置づけを確固たるものとするため2020年７月
に公表した「ＳＫＧ－５Ｒ ＳＴＡＴＥＭＥＮＴ」に掲げた目標達成に向け、ＳＫＧ－５Ｒ
（※１）活動推進の一層の強化をはかっております。環境貢献製品（サステナブル・
スタープロダクト）（※２）の創出と拡大は、特に資源循環を意識し、2030年度までに
当社グループが製造する製品原材料の50％を、リサイクルまたはバイオマス由来に置き
換えるという目標を掲げ、それぞれ「ＲｅＮｅｗ＋」(※３)、「ＢＩＯ Ｃｅｌｌｕｌａｒ」
(※４)、というカテゴリーブランドを制定し、強化しております。また、日本政府の2050
年カーボンニュートラル宣言に賛同し、その実現に向けた取り組みを策定しま
した。
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事業の経過およびその成果

　その結果、当連結会計年度の業績は、売上高は1,175億６千７百万円（前期比－）、
営業利益は14億６千３百万円（前期比30.0％の減少）、経常利益は14億１百万円（前期
比28.4％の減少）でありましたが、当連結会計年度において欧州における連結子会社で
あるProseatグループの固定資産・のれん等の減損損失64億７百万円を特別損失として
計上するとともに、投資有価証券の一部売却に伴う特別利益４億４千５百万円と法人税等
を加・減算し、親会社株主に帰属する当期純損失は59億１千７百万円（前期比－）と
なりました。
　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を
当連結会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度の売上高は、適用前に比べて
123億５百万円減少しておりますが、利益への影響はありません。そのため、当連結会計
年度における経営成績において、売上高については前期比（％）を記載しておりません。

※１ 「ＳＫＧ」は、積水化成品グループを、「５Ｒ」は、Reduce、Reuse、Recycle、Replace
およびRe-createを指します。

※２ 「サスティナブル・スタープロダクト」は、原料調達から製造・供給・廃棄・リサイクルに
至るまでのライフサイクル全体で、環境負荷低減や限りある資源に配慮した製品を言います。

※３ 「ＲｅＮｅｗ＋」は、リサイクル原料を活用した当社製品カテゴリーです。
※４ 「ＢＩＯ Cｅｌｌｕｌａｒ」は、生分解性またはバイオマスプラスチックスを活用した当社製品

カテゴリーです。

　当連結会計年度の事業分野別の概況は次のとおりです。

＜生活分野＞
　生活分野の売上高は495億３千万円（※５）となりました。
　食品容器関連は、本感染症の影響でインバウンド需要をはじめ観光関連等では依然と
して低迷が継続、外出自粛傾向が薄まりをみせるなか、内中食関連向けの需要は安定して
いるものの、昨年に比べると落ち着きをみせております。農産関連では、期初は堅調な
出荷でしたが、長雨などによる天候不良の影響を受け前年並みとなり、水産関連では、
依然、外食産業低迷の影響により低調な出荷となりました。また、土木関連では、道路
冠水対策や雨水処理用途で採用されている「アクアロード」や、下水道工事などで採用
されている「ＦＪリング」で物件獲得が進みました。
　主力製品である「エスレンシート」（発泡ポリスチレンシート）の売上数量は、巣ごもり
需要が一定程度継続し、テイクアウト容器用途の需要も堅調でしたが、スーパーなど
生鮮食品容器用途などにやや落ち着きがみられ、全体としては好調であった前年同期より
減少しました。「エスレンビーズ」（発泡性ポリスチレンビーズ）の売上数量は、消費者
の在宅時間の増加によりクッション用ビーズなどのライフグッズ用途が好調を継続、また
建材土木分野も、盛土用ブロックは大型案件の受注が進み好調に推移したことで、全体
では昨年より増加しました。

※５ 「収益認識に関する会計基準」等を当連結会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度の
売上高は、適用前に比べて84億３千２百万円減少しております。
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事業の経過およびその成果

＜工業分野＞
　工業分野の売上高は680億３千６百万円（※６）となりました。
　自動車関連では、部品梱包材用途が電動部品関連で販売が伸長したものの、自動車部材
用途が半導体不足、本感染症拡大に伴う部品調達遅延などによる自動車メーカーの減産の
影響を受け、「ピオセラン」（ポリスチレン・ポリオレフィン複合樹脂発泡体）の販売は
伸び悩みました。また欧州のProseatグループは、本感染症の影響、主力商品の自動車
関連部材に用いる原燃料の価格高騰や半導体不足などに端を発したサプライチェーンの
混乱継続などにより欧州自動車メーカーからの大幅な受注減少の影響を受け、業績が悪化
しております。
　家電・ＩＴ関連では、パネル搬送資材・梱包材用途での「ピオセラン」は、年度前半は
好調でしたが、年度後半にかけ液晶パネルの在庫調整や、パネル搬送資材のリユースなど
により低調な推移となりました。「テクポリマー」（有機微粒子ポリマー）は液晶パネル
等の光拡散用途として、在宅勤務等によるＰＣ・モニターの需要により順調に推移しま
した。
　医療・健康関連では、欧米での需要回復からランニングシューズのミッドソール用途で
の「エラスティル」（熱可塑性エラストマー発泡体）の販売が伸長し、化粧品用途の
「テクポリマー」や「テクノゲル（ＳＴ－ｇｅｌ）」（機能性高分子ゲル）も、好調に
推移しました。

※６ 「収益認識に関する会計基準」等を当連結会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度の
売上高は、適用前に比べて38億７千２百万円減少しております。

＜グローバル展開＞
　当社グループでは、自動車、家電・ＩＴなど工業分野を中心としてグローバルに事業
拡大を推進しております。
　自動車業界においては2050年カーボンニュートラルが全世界で進められるなか、ＥＶ
（電気自動車）シフトがさらに加速すると考えられ、車体の軽量化に資する当社製品に
とっては拡大の見込まれる市場と考えております。当社グループは、自動車業界における
発泡プラスチックスを利用した部材、梱包材ニーズに対応すべく、グローバル展開を進め
ており、米国、メキシコなど北米における自動車部材、梱包材の確実な取り込みや、早期
に需要回復の進む中国での実績拡大に向けた取り組みを進めております。また、2019年
２月に欧州における事業拡大の布石として自動車部材メーカーであるProseatグループを
買収し、欧州を起点とするＥＶシフトに対して迅速に対応する体制を構築しております。
買収後、業績が低迷する結果となりましたが、不採算事業の撤退や事業基盤の整備を行い
ながら競争力強化を進め、所期の目的の商品開発や顧客拡大を推進しております。
　家電・ＩＴ、情報産業、医療・健康などの領域においても、発泡プラスチックス、微粒子
ポリマーの新技術や「ＢＩＯ Ｃｅｌｌｕｌａｒ」をはじめとする環境負荷を低減する新た
な素材開発を行い、これらの効率的な生産と販売拡大について取り組んでまいります。
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事業の経過およびその成果

　なお、当連結会計年度における国外売上高は463億７千４百万円（連結売上高に占める
割合39.4％）となりました。

＜ＣＳＲの取り組み＞
　当社グループは、「経営理念の実践を通じて地球環境を含むすべてのステークホルダー
に対して責任を果たし、グローバルに社会の持続的発展に貢献します」とのＣＳＲ宣言を
行い、またＣＳＲ活動の基盤として「環境・安全・品質に配慮したモノづくり」、「コン
プライアンスを重視した誠実な経営活動」、「全員経営の実践」という３点を据え、活動
を行っております。
　「環境」については、中期経営計画の重点課題のひとつとして「持続可能社会への貢献
（環境リーディングカンパニーへ）」を掲げ、環境経営を事業の中心に据えた活動を実践
してきました。今般制定した新中期経営計画においても、「環境・社会課題解決型事業
への転換」を重点課題の一つとして設定し、これまで以上に取り組みを強化してまいり
ます。そのため本年４月に、当社グループ全体の環境に関する業務を一元的に運営して
いく組織として「ＧＸ推進部」を新設しました。
　「コンプライアンス」については、法令遵守の観点に留まらず、取締役会の実効性を
高める取り組み、当社委員会体制の再構築など、幅広いガバナンス全般に渡って一層の
取り組み強化をはかっております。
　また「全員経営の実践」については、「人材力向上」の取り組みとして働き方改革と
ダイバーシティ（女性活躍推進、キャリア採用、グローバル経営人材育成）に注力して
意欲と能力のある従業員が活躍できる仕組みの強化を進めております。

⑵　設備投資等の状況
　当連結会計年度の設備投資につきましては、現有設備の更新および補修などのため、
38億２千５百万円の投資を実施しました。

⑶　対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、本感染症の影響は、ワクチン接種の進展など世界各国に
おける感染抑制の取り組みにより収束に向かっていくことが期待されますが、ウクライナ
情勢悪化の長期化や為替の変動、原燃料価格上昇の影響にも留意する必要があります。
　当社グループでは、2022年4月に新３カ年中期経営計画「Ｓｐｉｒａｌ－ｕｐ ２０２４」
を作成し、「『持続可能社会への貢献』と『持続的な企業価値向上』の実現に向けて、
『ＥＳＧ経営』を土台に強靭な収益基盤を確立する」との基本方針に基づき、施策に取り
組んでまいります。
　まず、重点課題の一番目に「収益体質の強化」を掲げ、基盤事業のさらなる安定化と成
長事業の創出および拡大をはかるべく、ターゲット事業領域として5重点分野（食、エレ
クトロニクス、モビリティ、医療・健康、住環境・エネルギー）を設定し、経営資源の
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事業の経過およびその成果

選択と集中により事業ポートフォリオを再構築いたします。また、抜本的な生産革新への
取り組みとともに、開発品を収益力向上の成長ドライバーと位置付け、早期の収益化を
はかり強い事業体質へ変革いたします。
　そして、土台となる「ＥＳＧ経営」については、「環境・社会課題解決型事業への
転換」と「経営基盤の強化」の２つの重点課題を設定しました。当社グループでは、これ
までも事業活動を通じて様々な環境・社会課題の解決に貢献してまいりましたが、本中期
経営計画では、社会価値と経済価値の両立のため循環経済（サーキュラーエコノミー）を
軸に据えた事業構造に転換するとともに、事業活動に伴うＣＯ２排出の最小化と技術・
製品など新しい価値創出によるＣＯ２削減を同時に進めることで、カーボンニュートラル
の実現に向けた取り組みを推進してまいります。また、「経営基盤の強化」をより一層
推進するにあたり、マテリアリティ（経営重要課題）を特定しました。マテリアリティで
特定された項目のマネジメントを徹底することで、持続可能な社会の実現に向けて貢献
してまいります。
　なお、2023年３月期の連結業績見通しにつきましては、売上高1,250億円、営業
利益18億円、経常利益16億円、親会社株主に帰属する当期純利益９億円を見込んでおり
ます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し
あげます。
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財産および損益の状況の推移

区 分 第 75 期
（2018年度）

第 76 期
（2019年度）

第 77 期
（2020年度）

第 78 期(当期)
（2021年度）

売 上 高（百万円） 112,593 136,155 118,851 117,567

（ う ち 、 国 外 売 上 高 ） (20,363) (49,365) (40,262) (46,374)

営 業 利 益（百万円） 4,784 3,725 2,091 1,463

売上高営業利益率 （％） 4.2 2.7 1.8 1.2

経 常 利 益（百万円） 4,776 3,391 1,956 1,401
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 ま た は
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ）

（百万円） 3,129 2,323 1,126 △5,917

１株当たり当期純利益または
１株当たり当期純損失（△） 69円09銭 51円29銭 24円86銭 △130円99銭

総 資 産（百万円） 153,491 149,103 158,439 143,308

純 資 産（百万円） 66,960 67,217 70,657 58,242

１ 株 当 た り 純 資 産 1,439円43銭 1,450円32銭 1,549円84銭 1,272円86銭

自己資本当期純利益率(％) 4.8 3.6 1.7 △9.3

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 30円00銭 30円00銭 21円00銭 12円00銭

⑷　財産および損益の状況の推移

（注）１. １株当たり当期純利益または１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を
控除した株式数）に、１株当たり純資産は期末発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）に、
それぞれ基づき算出しております。

２. 第76期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っております。第75期の総資産お
よび純資産については、暫定的な会計処理の確定に伴い取得原価の当初配分額の重要な見直しを反
映した後の金額で記載しております。

３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第78期の期首から
適用しており、第78期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており
ます。

４. 第78期（2021年度）の１株当たり年間配当金は、2021年12月２日にお支払いいたしました中間
配当金５円と、第78回定時株主総会において決議いただく予定の期末配当金７円の合計額を
記載しております。
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重要な子会社等の状況

会 社 名 所 在 地 資本金 当社の
出資比率 主要な事業内容

百万円 ％
株 式 会 社 積 水 化 成 品 北 海 道 北海道千歳市 100 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 関 西 兵庫県伊丹市 100 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 東 部 茨 城 県 境 町 90 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 中 部 愛知県名古屋市 70 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 西 部 福岡県福岡市 70 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株式会社積水化成品ヤマキュウ 東京都立川市 55 100.0 合成樹脂製品の製造、販売

千ユーロ
Sekisui  Kasei  Europe B.V. オランダ 6,500 100.0 発泡プラスチックスの製造、販売
P r o s e a t  E u r o p e  G m b H ドイツ 40 75.0 欧 州 の 子 会 社 の 管 理

千アメリカドル
Sekisu i  Kase i  U.S .A. ,  Inc . アメリカ 9,000 100.0 合成樹脂製品の製造、販売

千メキシコペソ
Sekisui Kasei Mexico S.A. de C.V. メキシコ 246,000 100.0 合成樹脂製品の製造、販売

千ウォン
Sekisui Kasei Korea Co., Ltd. 韓国 125,000 100.0 合 成 樹 脂 製 品 の 販 売

千ニュー台湾ドル
台 湾 積 水 化 成 品 股 份 有 限 公 司 台湾 250,000 100.0 合成樹脂製品の製造、販売

千人民元
積水化成品（上海）国際貿易有限公司 中国 7,312 100.0 合 成 樹 脂 製 品 の 販 売

千タイバーツ
Sekisui  Kasei  (Thai land) Co. ,  Ltd . タイ 270,000 100.0

(0.0)
合成樹脂製品の製造、販売

千インドネシアルピア
PT.Sekisui Kasei Indonesia インドネシア 92,834,100 100.0

(0.0)
合成樹脂製品の製造、販売

⑸　重要な子会社等の状況
①　重要な子会社の状況

（注）１．当社の出資比率欄の（　）内は、当社の連結子会社の保有分を内数で示しております。
２．当社は、2022年５月20日に、Proseat Europe GmbHの発行済株式を追加取得し、同社に対する

出資比率を100％としました。

②　その他
　当社は、積水化学工業株式会社の関連会社であり、同社は当社の株式を21.81％保有
しております。
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主要な事業内容、主要な事業所、従業員の状況

事 業 分 野 市 場 ・ 用 途 主 な 製 品 ・ 商 品

生 活 分 野 農水産資材、食品包装材、
流通資材、建築資材、土木資材

エスレンビーズ、エスレンシート、
エスレンウッド、インターフォーム、
これら成形加工品
ＥＳダンマット、エスレンブロックなど

工 業 分 野
自動車部材、車輌部品梱包材、
産業部材、産業包装材、
電子部品材料、医療・健康用材料

ピオセラン、ライトロン、ネオミクロレン、
セルペット、テクポリマー、テクノゲル、
テクヒーター、エラスティル、
フォーマック、ＳＴ－ＬＡＹＥＲ、
ＳＴ－Ｅｌｅｖｅａｔ、これら成形加工品など

⑹　主要な事業内容

本 社 大阪市北区西天満二丁目４番４号
東 京 本 部 東京都新宿区西新宿二丁目７番１号

⑺　主要な事業所
①　当社の事業所

②　主要な子会社の事業所
　「⑸　重要な子会社等の状況　①　重要な子会社の状況」に記載の所在地のとおりで
あります。

事 業 分 野 従 業 員 数 （前期末比増減）

生 活 分 野 1,076名 （32名増）

工 業 分 野 2,317名 （186名減）

全　　　社　（共　通） 265名 （4名増）

合　　　計 3,658名 （150名減）

⑻　従業員の状況

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は含んでおりません。
２．上記のうち、当社の従業員数は425名であり、前期末から１名増加しております。

－ 25 －



2022/05/21 15:34:06 / 21827594_積水化成品工業株式会社_招集通知

主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高
百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 9,223
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 7,164
農 林 中 央 金 庫 5,258

⑼　主要な借入先

（注）　外貨での借入金残高につきましては、期末時レートにより換算しております。
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会社の株式に関する事項

⑴　発行可能株式総数 124,751,000株
⑵　発行済株式の総数 46,988,109株
⑶　株主数 8,804名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

積 水 化 学 工 業 株 式 会 社 9,855 21.81
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 3,567 7.89

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 2,576 5.70

積 水 化 成 品 従 業 員 持 株 会 1,894 4.19

積 水 樹 脂 株 式 会 社 1,419 3.14

大 同 生 命 保 険 株 式 会 社 1,418 3.14

株 式 会 社 エ フ ピ コ 1,348 2.98

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,327 2.94

デ ン カ 株 式 会 社 1,250 2.77

積 水 化 成 品 取 引 先 持 株 会 1,138 2.52

２．会社の株式に関する事項

⑷　大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式を1,794千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

⑸　当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
社外取締役を除く取締役５名に対して、その職務執行の対価として譲渡制限付株式を
33千株付与いたしました。当社の譲渡制限付株式報酬制度につきましては、後記「３．
⑷当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等」に記載しております。
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 柏 原 正 人 社長執行役員
取 締 役 佐 々 木 勝 已 専務執行役員（コーポレート戦略本部長）
取 締 役 廣 田 徹 治 常務執行役員（第２事業本部長、情報システム部管掌）
取 締 役 浅 田 英 志 常務執行役員（研究開発センター長、基礎研究所長）

※ 取 締 役 古 林 育 将 常務執行役員（第１事業本部長、事業調査室管掌）
社 外 取 締 役 馬 場 宏 之 株式会社神戸製鋼所　社外取締役
社 外 取 締 役 窪 田 森 雄
社 外 取 締 役 北 川 尚 人
常 勤 監 査 役 竹 腰 浩 次 郎

※ 常 勤 監 査 役 松 本 治
社 外 監 査 役 福 永 年 隆 積水化学工業株式会社　常勤監査役
社 外 監 査 役 長 濱 守 信 第一生命ホールディングス株式会社　取締役

（上席常勤監査等委員）
社 外 監 査 役 高 坂 敬 三 弁護士、弁護士法人色川法律事務所　代表

３．会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の氏名等

(注) １. 馬場宏之氏、窪田森雄氏、北川尚人氏、長濱守信氏、高坂敬三氏につきましては、東京証券取引所に
対し、独立役員として届け出ております。

２. 常勤監査役 竹腰浩次郎氏は、総務、法務、経理等で、常勤監査役 松本治氏は、販売管理、事業部門
の企画管理、重要な子会社の役員等で、それぞれ長年にわたり企業会計に関する経験を持ち、財務お
よび会計に関する相当程度の知見を有しております。

３．社外監査役 高坂敬三氏のその他の兼職の状況は、後記「⑸社外役員に関する事項 ①重要な兼職の状況
等」に記載のとおりであります。

４．当事業年度中の役員の異動
⑴　当事業年度中に退任した役員は次のとおりであります。

取　締　役　　池　垣　徹　哉　　2021年６月24日　退任
取　締　役　　塩　田　哲　也　　2021年６月24日　退任
常勤監査役　　宮　下　幸　一　　2021年６月24日　退任

⑵　上記（表）中※の各氏は、2021年６月24日開催の第77回定時株主総会において新たに選任され、
それぞれ就任いたしました。

⑶　2021年６月24日付で、次のとおり役付執行役員に就任いたしました。
取　締　役　　佐 々 木 勝 已　　専務執行役員
取　締　役　　古　林　育　将　　常務執行役員

５．2022年４月１日付で、次のとおり委嘱業務の変更がありました。
取　締　役　　浅　田　英　志　　研究開発センター長、ＧＸ推進部長
取　締　役　　古　林　育　将　　第１事業本部長

６．2022年５月20日付で、次のとおり委嘱業務の変更がありました。
取　締　役　　廣　田　徹　治　　第２事業本部長、ＰＸ推進部担当、情報システム部担当
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会社役員に関する事項

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外取締役および社外監査役の全員との間で、当社定款に基づき、会社法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項が定める最低責任限度額としております。

⑶　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との
間で締結し、被保険者の職務の執行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被保
険者が負担することになる損害賠償金や訴訟費用を、当該保険契約により塡補することと
しております。
　当該保険契約の被保険者は取締役および監査役であります。

⑷　当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等
①　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役会において、「指名・報酬等委員会」の答申を踏まえ、取締役の個人
別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。

その概要は以下のとおりです。
ア　基本方針

当社の取締役の報酬等は、中長期的な業績向上と企業価値増大に貢献すべく、当社
の株主価値との連動性をより明確にし、株主と一層の価値共有を進めたものとする。
また、目標に対する達成度や業績に対する貢献度等を総合的に評価して決定する部分
の割合を重視したものとする。

具体的には、業務執行を担う取締役の報酬等は、基本報酬、業績連動報酬等および
株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役の報酬は、基本報酬のみとする。

なお、取締役の報酬等の決定に関する方針は、委員の過半数を独立社外役員が構成
する「指名・報酬等委員会」における議論を踏まえたものとする。

イ　基本報酬の個人別の報酬等の額および付与の時期または条件の決定に関する方針
基本報酬は、金銭による月例の固定報酬とし、金額は、役位、職責等に応じて定

め、業績、他社水準、社会情勢等を勘案して、適宜、見直しをはかるものとする。
ウ　業績連動報酬等に係る業績指標の内容、その額または算定方法、および付与の時

期、または条件の決定に関する方針
事業年度ごとの業績向上に対する貢献意欲を引き出すため、業務執行を担う取締役

に対し、基礎となるべき業績指標として、売上高、営業利益、親会社株主に帰属する
当期純利益を選定し、加えて、事業部門を担当する取締役においては営業利益率およ
び当該事業部門の運営状況を、間接部門を担当する取締役においては当該部門におけ
る全社利益への貢献状況を選定しており、これらを勘案して決定した額の金銭を、毎
年、当該事業年度終了後の一定の時期に支給する。

エ　株式報酬の内容、その額または算定方法、および付与の時期または条件の決定に関
する方針

中長期的な業績向上と企業価値の増大に貢献するインセンティブを付与することに
より、株主の皆様と一層の価値共有を進めることを目的とし、業務執行を担う取締役
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会社役員に関する事項

に対し、譲渡制限期間を30年間とする譲渡制限付株式を、毎年、一定の時期に付与
する。付与する株式の個数は、役位、職責、株価等を踏まえて決定する。

オ　基本報酬の額、業績連動報酬等の額、および株式報酬の額の取締役の個人別の報酬
等の額に対する割合の決定に関する方針

業務執行を担う取締役の種類別の報酬等の割合については、役位、職責、当社と同
程度の事業規模を有する他社の動向等を踏まえて決定する。

カ　取締役の個人別の報酬等の内容の決定の手続きに関する事項
取締役の個人別の報酬等の内容は、取締役会の決議による委任に基づいて、代表取

締役社長が決定する。代表取締役社長は「指名・報酬等委員会」の意見を踏まえ、各
取締役の報酬等を決定する。ただし、取締役の株式報酬の個人別の割当数については
「指名・報酬等委員会」の答申を尊重して、取締役会の決議により定める。

②　取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
＜取締役の報酬等＞
・2018年６月22日開催の第74回定時株主総会

金銭報酬として年額300百万円以内（うち社外取締役分60百万円以内）（使用人兼
務取締役の使用人分給与を含まない。）を決議しました。

当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は９名（うち社外取締役３名）です。
・2020年６月24日開催の第76回定時株主総会

上記金銭報酬の範囲内で、譲渡制限付株式付与のための金銭報酬として年額50百
万円以内（社外取締役は付与対象外）（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まな
い。）を決議しました。

当該定時株主総会終結時点の社外取締役を除く取締役の員数は６名です。
＜監査役の報酬等＞
・2010年６月22日開催の第66回定時株主総会決議

金銭報酬として年額90百万円以内と決議しました。
当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。

③　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長柏原正人が、取締役の

個人別の報酬等の具体的内容を決定しております。
その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額の決定および業績連動報酬等の評価配分

であり、これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ業務執行取締役
の業績の評価を機動的に行うには、代表取締役社長による決定が最も適しているからで
あります。

これらの権限が適切に行使されるよう、代表取締役社長が各取締役の報酬等の具体的
内容を決定する際には、委員の過半数を独立社外役員で構成する「指名・報酬等委員
会」の意見を踏まえることとしております。当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等
についてもこの手続きを経て決定されていることから、取締役会は、その内容が前記①
の決定方針に沿うものであると判断しております。
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会社役員に関する事項

区　　分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員
の員数（人）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 　 締 　 役 132 112 － 19 10

(うち社外取締役) （28） （28） （－） （－） （3）

監 　 査 　 役 58 58 － － 6

(うち社外監査役) （14） （14） （－） （－） （3）

区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況
社 外 取 締 役 馬 場 宏 之 株式会社神戸製鋼所　　　社外取締役
社 外 監 査 役 福 永 年 隆 積水化学工業株式会社　　常勤監査役
社 外 監 査 役 長 濱 守 信 第一生命ホールディングス株式会社　取締役（上席常勤監査等委員）

社 外 監 査 役 高 坂 敬 三
弁護士、弁護士法人色川法律事務所　代表
住友ゴム工業株式会社　　社外取締役
株式会社テクノアソシエ　社外監査役
セーレン株式会社　　　　社外監査役

④　取締役および監査役の報酬等の総額等

（注）１. 上表には、2021年６月24日開催の第77回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名
および監査役１名を含んでおります。

２. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３. 業績連動報酬等として、社外取締役を除く取締役に対して賞与を支給することとしております。

業績連動報酬等の額の算定にあたっては、事業年度ごとの業績向上に対する貢献意欲を引き出すた
め、基礎となるべき業績指標として、売上高、営業利益、親会社株主に帰属する当期純利益を選定
し、加えて、事業部門を担当する取締役においては営業利益率および当該事業部門の運営状況を、
間接部門を担当する取締役においては当該部門における全社利益への貢献を選定しており、各事業
年度の目標に対する達成度に応じた額を支給することとしております。なお、当事業年度を含む全
社の業績指標の推移は、前記「１．⑷　財産および損益の状況の推移」に記載のとおりです。

４. 非金銭報酬等として、社外取締役を除く取締役に対して譲渡制限付株式報酬を付与することとして
おります。その内容および交付状況は、前記「２．⑸　当事業年度中に職務執行の対価として会社
役員に交付した株式の状況」に記載のとおりです。

⑸　社外役員に関する事項
①　重要な兼職の状況等

（注）１. 積水化学工業株式会社は、当社の発行済株式（自己株式を除く。）の総数のうち21.81％を有する
株主であります。また、同社は当社との間に重要な取引関係はありません。

２. 第一生命ホールディングス株式会社の子会社である第一生命保険株式会社は、当社の発行済株式
(自己株式を除く。)の総数のうち5.70％を有する株主であります。また、第一生命ホールディング
ス株式会社は当社との間に特別の関係はありません。

３. その他の重要な兼職先と当社との間に特別の関係はありません。
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会社役員に関する事項

氏　名 出席状況 主 な 活 動 状 況

社
　

外
　

取
　

締
　

役

馬　場　宏　之 取締役会
16回中16回(100％)

　馬場宏之氏には、マーケティングの視点から会社経営の監
督、助言機能を果たすことを期待しておりました。同氏は、
当社取締役会での議案の審議において、かかる視点から積極
的に発言し、業務執行に対する監督、助言等適切な役割を果
たしております。
　また、当社「指名・報酬等委員会」委員長として同委員会
に出席し、多角的視点から積極的に意見を述べております。

窪　田　森　雄 取締役会
16回中16回(100％)

　窪田森雄氏には、グローバルな視点から会社経営の監督、
助言機能を果たすことを期待しておりました。同氏は、当社
取締役会での議案の審議において、かかる視点から積極的に
発言し、業務執行に対する監督、助言等適切な役割を果たし
ております。
　また、当社「指名・報酬等委員会」委員として同委員会に
出席し、多角的視点から積極的に意見を述べております。

北　川　尚　人 取締役会
16回中16回(100％)

　北川尚人氏には、研究開発、技術の視点から会社経営の監
督、助言機能を果たすことを期待しておりました。同氏は、
当社取締役会での議案の審議において、かかる視点から積極
的に発言し、業務執行に対する監督、助言等適切な役割を果
たしております。
　また、当社「指名・報酬等委員会」委員として同委員会に
出席し、多角的視点から積極的に意見を述べております。

社
　

外
　

監
　

査
　

役

福　永　年　隆
取締役会
16回中16回(100％)
監査役会
12回中12回(100％)

　福永年隆氏は、企業活動を通じての経験のもと、意思決定
の適正性、妥当性を確保するために必要な発言を適宜行って
おります。

長　濱　守　信
取締役会
16回中16回(100％)
監査役会
12回中12回(100％)

　長濱守信氏は、企業活動を通じての経験のもと、意思決定
の適正性、妥当性を確保するために必要な発言を適宜行って
おります。

高　坂　敬　三
取締役会
16回中16回(100％)
監査役会
12回中12回(100％)

　高坂敬三氏は、弁護士としての専門的見地から、法令遵守
体制の構築などについて必要な発言を適宜行っております。

②主な活動状況
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会計監査人の状況

① 当社が支払うべき報酬等の額 56百万円

② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 56百万円

４．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称　　　　　ＥＹ新日本有限責任監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的に区分もできないため、上記①の金額に
はこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積りの算出根拠
などが適切かどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

３. 当社の重要な子会社のうち、海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の会計
監査を受けております。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会計監査人が会社法第340条に規定する解任事由に該当する場合には、監査役
全員の同意により監査役会が解任するほか、会計監査人が職務を適切に執行することが困
難と認められる場合には、監査役会が株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任
に関する議案の内容を決定いたします。

　　（注） 本事業報告中、百万円単位の金額および千株単位の株数は、それぞれ単位未満の
端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額
（資　産　の　部） (143,308) （負　債　の　部） (85,065)

流 動 資 産 63,771 流 動 負 債 50,715
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
契 約 資 産
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
退職給付に係る資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

10,510
4,335
23,565
1,092
6,526
8,633
1,785
4,756
2,617
△52

79,536
55,652
15,448
13,737
21,413
1,743
3,309
1,131
665
465

22,752
14,849
822
6,155
973
△47　

支払手形及び買掛金 16,065
電 子 記 録 債 務 9,145
短 期 借 入 金 16,252
未 払 費 用 3,357
未 払 法 人 税 等 767
契 約 負 債 405
未 払 消 費 税 等 259
賞 与 引 当 金 1,046
役 員 賞 与 引 当 金 6
子会社事業撤退損失引当金 446
そ の 他 2,963

固 定 負 債 34,349
社 債 7,000
長 期 借 入 金 13,863
繰 延 税 金 負 債 4,410
再評価に係る繰延税金負債 1,596
製 品 補 償 引 当 金 108
退職給付に係る負債 3,608
そ の 他 3,763
（純 資 産 の 部） (58,242)

株 主 資 本 48,190
資 本 金 16,533
資 本 剰 余 金 16,503
利 益 剰 余 金 16,602
自 己 株 式 △1,448

その他の包括利益累計額 9,334
その他有価証券評価差額金 7,442
土地再評価差額金 1,479
為替換算調整勘定 745
退職給付に係る調整累計額 △332

非 支 配 株 主 持 分 717
資 産 合 計 143,308 負 債 及 び 純 資 産 合 計 143,308

連 結 貸 借 対 照 表

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
－ 34 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/05/21 15:34:06 / 21827594_積水化成品工業株式会社_招集通知

連結損益計算書

（ 2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで ）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 117,567

売 上 原 価 92,831

売 上 総 利 益 24,735

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 23,271

営 業 利 益 1,463

営 業 外 収 益 1,019

受 取 利 息 及 び 配 当 金 342

雑 収 入 677

営 業 外 費 用 1,082

支 払 利 息 386

雑 支 出 695

経 常 利 益 1,401

特 別 利 益 445

投 資 有 価 証 券 売 却 益 445

特 別 損 失 6,407

減 損 損 失 6,407

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 4,560

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,436

法 人 税 等 調 整 額 △120 1,316

当 期 純 損 失 5,876

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 41

親会社株主に帰属する当期純損失 5,917

連 結 損 益 計 算 書

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額
（資　産　の　部） (120,188) （負　債　の　部） (69,192)

流 動 資 産 51,366 流 動 負 債 41,831
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 輌 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
特 許 権
ソ フ ト ウ ェ ア
施 設 利 用 権
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

6,165
2,520
6,389
18,471
4,837
1,730
208
5,430
14,014

20
△8,423
68,821
34,551
8,209
783
8,623
99
806

14,758
19

1,251
677
0

654
23

33,592
12,886
13,560
361
19

6,509
275
△20　

支 払 手 形 710
電 子 記 録 債 務 8,312
買 掛 金 14,221
短 期 借 入 金 11,389
リ ー ス 債 務 6
未 払 金 377
未 払 費 用 1,200
未 払 法 人 税 等 566
預 り 金 4,633
賞 与 引 当 金 411
そ の 他 0

固 定 負 債 27,361
社 債 7,000
長 期 借 入 金 13,732
リ ー ス 債 務 13
繰 延 税 金 負 債 4,325
再評価に係る繰延税金負債 1,596
退 職 給 付 引 当 金 8
製 品 補 償 引 当 金 108
債務保証損失引当金 534
資 産 除 去 債 務 40
そ の 他 1
（純 資 産 の 部） (50,995)

株 主 資 本 42,145
資 本 金 16,533
資 本 剰 余 金 16,515
資 本 準 備 金 14,223
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,291
利 益 剰 余 金 10,544
利 益 準 備 金 1,370
そ の 他 利 益 剰 余 金 9,173
別 途 積 立 金 792
繰 越 利 益 剰 余 金 8,381

自 己 株 式 △1,448
評価・換算差額等 8,850

その他有価証券評価差額金 7,371
土地再評価差額金 1,479

資 産 合 計 120,188 負債及び純資産合計 120,188

貸　借　対　照　表

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（ 2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで ）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 62,869

売 上 原 価 47,719

売 上 総 利 益 15,150

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,042

営 業 利 益 3,107

営 業 外 収 益 1,602

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,020

雑 収 入 581

営 業 外 費 用 460

支 払 利 息 125

雑 支 出 335

経 常 利 益 4,249

特 別 利 益 416

投 資 有 価 証 券 売 却 益 416

特 別 損 失 13,751

関 係 会 社 株 式 評 価 損 4,810

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 8,407

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 534

税 引 前 当 期 純 損 失 9,085

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 888

法 人 税 等 調 整 額 239 1,127

当 期 純 損 失 10,212

損　益　計　算　書

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 本 　 　 要
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 谷 間 　 　 薫

独立監査人の監査報告書
2022年５月16日

積水化成品工業株式会社
取　締　役　会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
大 阪 事 務 所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、積水化成品工業株式会社の2021年４月１日か
ら2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、積水化成品工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

－ 38 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/05/21 15:34:06 / 21827594_積水化成品工業株式会社_招集通知

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書謄本

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 本 　 　 要
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 谷 間 　 　 薫

独立監査人の監査報告書
2022年５月16日

積水化成品工業株式会社
取　締　役　会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
大 阪 事 務 所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、積水化成品工業株式会社の2021年4月1日
から2022年3月31日までの第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

会計監査人の監査報告書　謄本

－ 40 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/05/21 15:34:06 / 21827594_積水化成品工業株式会社_招集通知

会計監査人の監査報告書謄本

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2021年4月１日から2022年3月31日までの第78期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、イ
ンターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、執行役員及び監査室その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし
た。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役、執行役員及び使
用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告書　謄本

－ 42 －
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監査役会の監査報告書謄本

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常 勤 監 査 役 竹腰浩次郎 ㊞
常 勤 監 査 役 松 本 　 治 ㊞
社 外 監 査 役 福 永 年 隆 ㊞
社 外 監 査 役 長 濱 守 信 ㊞
社 外 監 査 役 高 坂 敬 三 ㊞

2022年５月19日
積水化成品工業株式会社　監査役会

　
以　上
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インターネットによる議決権行使のご案内

システム等に関するお問い合わせ
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

電話　0120－173－027（受付時間　9：00～21：00、通話料無料）

インターネットによる議決権行使のご案内
　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使していただきますよう
お願い申しあげます。
　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手続きはいずれも
不要です。

記

１．議決権行使サイトについて
⑴ インターネットによる議決権行使は、パソコンまたはスマートフォンから、当社の指定する議決権

行使サイト（ h t tp s : / /e vo te . t r .mu f g . j p /  ）にアクセスしていただくことによって
のみ実施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

⑵ インターネットによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている
場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利用の場合、TLS暗号化
通信を指定されていない場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場合
もございます。

⑶ インターネットによる議決権行使は、2022年６月22日（水曜日）の午後５時15分まで受け付け
いたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたら下記のヘルプデスクへ
お問い合わせください。

２．インターネットによる議決権行使方法について
⑴ 議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）において、議決権行使書用紙に記載された「ログ

インＩＤ」および「仮パスワード」をご入力いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力くだ
さい。また、議決権行使書の右側に記載のＱＲコードをスマートフォンで読み取って賛否をご入力
いただくこともできます。（詳細は、同封のご案内をご覧ください。）

⑵ 株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止する
ため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになり
ますのでご了承ください。

⑶ 株主総会の招集の都度、新しい「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご通知いたします。

３．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担
となります。

以　上
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出発地から株主総会会場まで
スマートフォンがご案内します。
右図を読み取りください。

●地下鉄 御堂筋線 淀屋橋駅
　　７番出口より徒歩約７分
●地下鉄 四つ橋線 肥後橋駅
　　４番出口より徒歩約５分
●京阪本線 淀屋橋駅
　　７番出口より徒歩約７分
●京阪中之島線 大江橋駅
　　１番出口より徒歩約２分
●ＪＲ東西線 北新地駅
　　11-41出口より徒歩約６分
●ＪＲ大阪駅
　　中央南口より徒歩約16分
※お車でのご来場はご遠慮

くださいますようお願い
申しあげます。

今後の状況により株主総会の運営方法に変更が生じる場合は、当社ウェブサイトにてお知らせいたします。
( https://www.sekisuikasei.com/ ）

ご　　案　　内
本定時株主総会の会場は、下記のとおりでございます。
ＡＮＡクラウンプラザホテル大阪　TEL (06)6347-1112（代表）


